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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年3月期第1四半期 2,800 2.1 1,334 5.6 1,412 9.1 953 10.2

2026年3月期第1四半期 2,741 13.9 1,262 8.1 1,294 9.0 865 11.0
(注) 包括利益 2027年3月期第1四半期 947百万円( 6.3％) 2026年3月期第1四半期 891百万円( 7.5％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年3月期第1四半期 21.45 21.25

2026年3月期第1四半期 18.09 17.91

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年3月期第1四半期 27,789 21,349 70.1 437.75

2026年3月期 29,398 22,424 68.8 455.30
(参考) 自己資本 2027年3月期第1四半期 19,474百万円 2026年3月期 20,223百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年3月期 － 0.00 － 40.00 40.00

2027年3月期 －

2027年3月期(予想) 42.00 － 42.00 84.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,700 3.9 2,600 3.5 2,650 3.2 1,800 3.4 39.70

通期 11,900 7.9 5,500 5.7 5,600 5.6 3,800 5.9 83.82
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社（社名） 、除外 1社（社名）
アールジー保証株式会
社

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料６ページ「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年3月期1Ｑ 45,335,467株 2026年3月期 45,335,467株

② 期末自己株式数 2027年3月期1Ｑ 846,800株 2026年3月期 918,800株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年3月期1Ｑ 44,439,612株 2026年3月期1Ｑ 47,815,667株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではあ
りません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提
となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「連結業績
予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結会計期間における企業倒産件数は前年同期比6.6％増加の2,698件（帝国データバンク調べ）と

なりました。負債5,000万円未満の小規模倒産が全体の６割以上を占め、長引く物価高に加え、人件費高騰、金利

負担増加を背景として、資金繰りの悪化した中小企業の厳しい現状が浮き彫りになりました。中東情勢を巡る地政

学的不確実性もあり、今後も企業倒産件数は増加基調が続く見通しとなっております。

このような環境下、信用リスク保証サービスは引き続き堅調に推移いたしました。人的投資の継続的拡大や販売

提携先の拡充、営業業務支援の強化に加え、営業人員の早期戦力化に向けた育成施策を推進することで、新規顧客

の取り込みおよび契約更新率の向上を進めてまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における保証残高は２兆7,746億円(前年同期比31.8％増加)、保証債

務は9,317億円(前年同期比9.9％増加)となりました。売上高は2,800,538千円(前年同期比2.1％増加)となり、売上

総利益は2,074,214千円(前年同期比2.1％増加)となりました。また、営業利益1,334,140千円(前年同期比5.6％増

加)、経常利益1,412,240千円(前年同期比9.1％増加)、親会社株主に帰属する四半期純利益953,262千円(前年同期

比10.2％増加)となりました。

当第１四半期連結累計期間における経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益の2027年３月期連結業績予

想に対する進捗率はそれぞれ25.2％、25.1％となりました。

当第１四半期連結累計期間の決算補足説明資料「2027年3月期第１四半期 決算説明資料」は、2026年８月７日

（金）に当社ウェブサイトに掲載しております。

(URL) https://www.eguarantee.co.jp/ir/ir-library/

※ 上記ウェブサイトの「決算説明会資料」に掲載しております。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5.5％減少し、27,789,139千円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ2.4％増加し、15,485,374千円となりました。これは、現金及び預金が

1,608,916千円減少した一方で、有価証券2,000,000千円を流動資産に振り替えたことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ13.8％減少し、12,303,764千円となりました。これは、投資有価証券

2,000,000千円を流動資産に振り替えたことなどによります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ7.7％減少し、6,440,057千円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ7.7％減少し、6,328,712千円となりました。これは、未払法人税等が

535,470千円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ3.4％減少し、111,344千円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ4.8％減少し、21,349,082千円となりました。これは、利益剰余金が

865,056千円減少したことなどによります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点におきましては、2026年５月1５日に公表いたしました売上高11,900百万円、営業利益5,500百万円、経常

利益5,600百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,800百万円から変更はございません。今後の経済情勢及び業

績の推移により、通期の見通しについて見直しが必要になった場合には速やかに開示いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,713,611 11,104,694

売掛金 87,408 85,988

有価証券 ― 2,000,000

前払費用 1,290,436 1,191,737

未収入金 574,271 661,630

その他 458,604 441,323

流動資産合計 15,124,333 15,485,374

固定資産

有形固定資産 1,974,950 1,966,779

無形固定資産 145,986 169,900

投資その他の資産

投資有価証券 11,297,171 9,299,245

繰延税金資産 444,662 444,662

その他 410,941 423,176

投資その他の資産合計 12,152,775 10,167,085

固定資産合計 14,273,711 12,303,764

資産合計 29,398,045 27,789,139

負債の部

流動負債

買掛金 99,608 116,382

未払法人税等 978,640 443,170

前受金 5,030,839 4,854,158

保証履行引当金 562,733 559,625

賞与引当金 40,000 40,000

預り金 36,229 122,002

その他 110,555 193,373

流動負債合計 6,858,607 6,328,712

固定負債

長期未払金 115,282 111,344

固定負債合計 115,282 111,344

負債合計 6,973,889 6,440,057

純資産の部

株主資本

資本金 3,991,485 3,991,485

資本剰余金 3,401,485 3,401,485

利益剰余金 14,319,031 13,453,974

自己株式 △1,488,954 △1,372,242

株主資本合計 20,223,049 19,474,704

新株予約権 156,403 156,367

非支配株主持分 2,044,703 1,718,010

純資産合計 22,424,155 21,349,082

負債純資産合計 29,398,045 27,789,139
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 2,741,715 2,800,538

売上原価 710,097 726,323

売上総利益 2,031,617 2,074,214

販売費及び一般管理費 768,627 740,073

営業利益 1,262,990 1,334,140

営業外収益

受取利息 34,273 43,036

持分法による投資利益 ― 26,962

その他 2,762 8,100

営業外収益合計 37,035 78,099

営業外費用

持分法による投資損失 5,718 ―

営業外費用合計 5,718 ―

経常利益 1,294,308 1,412,240

特別損失

固定資産除却損 ― 610

株式報酬費用消滅損 ― 9,532

特別損失合計 ― 10,143

税金等調整前四半期純利益 1,294,308 1,402,097

法人税等 402,578 454,160

四半期純利益 891,729 947,936

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

26,587 △5,325

親会社株主に帰属する四半期純利益 865,142 953,262
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益 891,729 947,936

四半期包括利益 891,729 947,936

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 865,142 953,262

非支配株主に係る四半期包括利益 26,587 △5,325
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第

４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、新株予約権の権利行使に伴い、当第１四半期連結累計期間において、自己株式の処分を行っておりま

す。この結果、利益剰余金41,652千円、自己株式が116,712千円減少し、当第１四半期連結会計期間末において自

己株式が1,372,242千円となっております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは報告セグメントが信用保証事業のみであるため、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 21,458千円 20,228千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

イー・ギャランティ株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 治 郎

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 崎 光 隆

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているイー・ギャランティ株式会社の2026年４月１日から

2027年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四

半期連結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務

諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


